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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】強度が高く、暴風に曝された場合や積雪による
荷重が加わった場合でも損壊したりしない上、製造、設
置が安価かつ容易で、メンテナンスが不要な太陽光発電
モジュール設置用架台を提供する。
【解決手段】太陽光発電モジュール設置用架台１は、太
陽光発電モジュールを並べて固定するためのフレーム部
材である根太材６，６・・と、それらの根太材６，６・
・を地上から所定の高さだけ上方において傾斜状に支持
するための複数の前方支柱２，２および後方支柱３，３
とを有し、それらの前方支柱２，２および後方支柱３，
３がコンクリート杭になっている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の矩形の太陽光発電モジュールを地上から所定の高さだけ上方で傾斜状に並べて設
置するための太陽光発電モジュール設置用架台であって、
　太陽光発電モジュールを並べて固定するためのフレーム部材と、
　そのフレーム部材を地上から所定の高さだけ上方において傾斜状に支持するための複数
の支柱とを有しているとともに、
　前記支柱が、すべてコンクリート杭であることを特徴とする太陽光発電モジュール設置
用架台。
【請求項２】
　複数の第一支柱が、所定の間隔を隔てて立設されており、それらの第一支柱に跨がるよ
うに第一桁材が水平に設けられているとともに、
　前記第一支柱よりも長尺な複数の第二支柱が、前記各第一支柱の後方に所定の間隔を隔
てて立設されており、それらの第二支柱に跨がるように第二桁材が水平に設けられており
、かつ、
　前記フレーム部材として機能する複数の長尺状の母屋材が、前記第一桁材と前記第二桁
材とに懸架されて傾斜した状態で、第一桁材および第二桁材の長手方向に沿って所定の間
隔で平行に設置された構造を有しており、かつ、
　前記第一桁材および前記第二桁材が、いずれも長尺状の鋼材であることを特徴とする太
陽光発電モジュール設置用架台。
【請求項３】
　前記支柱として機能するコンクリート杭が、長手方向に沿った少なくとも一つの側面に
、長手方向に沿った引き抜き耐力向上溝を形成したものであることを特徴とする請求項１
または請求項２に記載の太陽光発電モジュール設置用架台。
【請求項４】
　前記第一桁材および／または前記第二桁材が、桁材当接板を有する第一金具と支柱当接
板を有する第二金具とによって前記第一支柱および／または前記第二支柱に固着されてい
ることを特徴とする請求項２または請求項３に記載の太陽光発電モジュール設置用架台。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、扁平な直方体状に形成された太陽光発電モジュール（太陽電池モジュール）
を複数並べて設置するための架台に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、太陽電池を利用した太陽光発電が注目されているが、効率良く、太陽光発電をす
るためには、多数の扁平な直方体状の太陽光発電モジュール（太陽電池モジュール）を設
置して太陽光に曝した状態で保持する架台が必要となる。そのような太陽光発電モジュー
ル設置用の架台として、特許文献１の如く、複数の支柱を相互に間隔を空けて地面に打ち
込んで突設し、各支柱の上端に、太陽光発電モジュールを設置するための縦桟である鋼材
を傾斜させて接続させたものが知られている。
【０００３】
　この太陽光発電モジュール設置用架台においては、桟ブラケットによって、各支柱の上
端部に、根太材（母屋材、垂木材とも称する）として機能する縦桟が傾斜状に接続されて
いる。当該桟ブラケットは、水平に配置される矩形の主板の下側に一対の平行な側板を設
け、主板の上側に一対の平行な支持板を設けた形状を有している。そして、その桟ブラケ
ットの各側板を支柱の上端に固着させるとともに、桟ブラケットの各支持板を縦桟の側面
（鉛直面）に当接させることによって、各支柱の上端部に、縦桟が傾斜状に固着（螺着）
されている。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－２２００９６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記特許文献１の太陽光発電モジュール設置用架台は、土台となる各支
柱が単純なＨ形鋼であり、地面に打ち込んで突設されるものであるため、暴風に曝された
場合や寒冷地で多くの積雪があった場合でも（架台全体が）損壊しないようにするために
は、大きくて厚いＨ形鋼を用いて各支柱を形成するとともに、各支柱を地中深くまで打ち
込まなければならない。そのため、製造および設置に多大なコストと手間がかかる、とい
う不具合がある。また、全体が鉄によって形成されたものであるため、錆び易い、という
不具合もある。
【０００６】
　本発明の目的は、上記従来の太陽光発電モジュール設置用架台が有する問題点を解消し
、強度が高く、暴風に曝された場合や積雪による荷重が加わった場合でも損壊したりしな
い上、製造、設置が安価かつ容易で、メンテナンスが不要な太陽光発電モジュール設置用
架台を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の内、請求項１に記載された発明は、複数の矩形の太陽光発電モジュールを地上
から所定の高さだけ上方で傾斜状に並べて設置するための太陽光発電モジュール設置用架
台であって、太陽光発電モジュールを並べて固定するためのフレーム部材と、そのフレー
ム部材を地上から所定の高さだけ上方において傾斜状に支持するための複数の支柱とを有
しているとともに、前記支柱が、すべてコンクリート杭であることを特徴とするものであ
る。
【０００８】
　請求項２に記載された発明は、請求項１に記載された発明において、複数の第一支柱が
、所定の間隔を隔てて立設されており、それらの第一支柱に跨がるように第一桁材（梁と
して機能する部材）が水平に設けられているとともに、前記第一支柱よりも長尺な複数の
第二支柱が、前記各第一支柱の後方に所定の間隔を隔てて立設されており、それらの第二
支柱に跨がるように第二桁材が水平に設けられており、かつ、前記フレーム部材として機
能する複数の長尺状の根太材が、前記第一桁材と前記第二桁材とに懸架されて傾斜した状
態で、第一桁材および第二桁材の長手方向に沿って所定の間隔で平行に設置された構造を
有しており、かつ、前記第一桁材および前記第二桁材が、いずれも長尺状の鋼材（たとえ
ば、Ｃ形綱）であることを特徴とするものである。
【０００９】
　請求項３に記載された発明は、請求項１または請求項２に記載された発明において、前
記支柱として機能するコンクリート杭が、長手方向に沿った少なくとも一つの側面に、長
手方向に沿った引き抜き耐力向上溝を形成したものであることを特徴とするものである。
【００１０】
　請求項４に記載された発明は、請求項２または請求項３に記載された発明において、前
記第一桁材および／または前記第二桁材が、桁材当接板を有する第一金具と支柱当接板を
有する第二金具とによって前記第一支柱および／または前記第二支柱に固着されているこ
とを特徴とするものである。
【発明の効果】
【００１１】
　請求項１に記載の太陽光発電モジュール設置用架台は、太陽光発電モジュールを並べて
固定するためのフレーム部材を支持する複数の支柱が、すべてコンクリート杭であるため
、強度が高く、長期間に亘って風雨に曝されても、損壊したりしない。
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【００１２】
　請求項２に記載の太陽光発電モジュール設置用架台は、第一支柱同士に懸架される第一
桁材および第二支柱同士に懸架される第に桁材がいずれも長尺状の鋼材であるので、土台
部分の強度がきわめて高く、土台部分の床面積（第一支柱と第二支柱とで閉塞された部分
の面積）に比して非常に大きな面積の太陽光発電モジュールや荷重の大きな太陽光発電モ
ジュールを設置することが可能となる。
【００１３】
　請求項３に記載の太陽光発電モジュール設置用架台は、支柱として機能するコンクリー
ト杭が、長手方向に沿った少なくとも一つの側面に、長手方向に沿った引き抜き耐力向上
溝を形成したものであり、当該引き抜き耐力向上溝の形成面が広い面積で地盤と接触し高
い摩擦抵抗を発現するため、立て込んだ後（単純に縦穴を掘削して立て込んだ後、あるい
は後述する柱状体形成法を利用して立て込んだ後）の引き抜き耐力が高く、太陽光発電モ
ジュールを装着した後に暴風に曝された場合でも、支柱が地盤から引き抜かれてしまう事
態が生じない。
【００１４】
　請求項４に記載の太陽光発電モジュール設置用架台は、第一桁材および／または第二桁
材が、桁材当接板を有する第一金具と支柱当接板を有する第二金具とによって第一支柱お
よび／または第二支柱に固着されているので、第一支柱、第二支柱へ第一桁材、第二桁材
をきわめて短期間の内に容易に組み付けることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】太陽光発電モジュール設置用架台の斜視図である。
【図２】太陽光発電モジュール設置用架台の正面図である。
【図３】太陽光発電モジュール設置用架台の平面図である。
【図４】太陽光発電モジュール設置用架台の右側面図である。
【図５】前方支柱（後方支柱）を示す説明図である（ａは正面図であり、ｂは平面図であ
る）。
【図６】第一金具を示す説明図である（ａは正面図であり、ｂは右側面図であり、ｃは平
面図である）。
【図７】第二金具を示す説明図である（ａは正面図であり、ｂは右側面図であり、ｃは平
面図である）。
【図８】前方支柱（後方支柱）と前列桁材（後列桁材）との接合部分を示す説明図（支柱
の側面図および桁材の断面図）である。
【図９】前列桁材（後列桁材）と根太材との接合部分を示す説明図である。
【図１０】太陽光発電モジュール設置用架台の使用状態を示す説明図（斜視図）である
【発明を実施するための形態】
【００１６】
＜太陽光発電モジュール設置用架台の構造＞
　以下、本発明に係る太陽光発電モジュール設置用架台（以下、単に架台という）の一実
施形態について、図面に基づいて詳細に説明する。図１～図４は、架台１（１ユニット）
を示したものであり、架台１は、コンクリート製の前方支柱（第一支柱）２，２、後方支
柱（第二支柱）３，３、前列桁材（第一桁材）４、後列桁材（第二桁材）５、第一金具２
１および第二金具２２とを有する取付金具セット２３、設置金具（煽り止め金具）１３，
１３・・、および、フレーム部材として機能する金属（鋼鉄）製の根太材６，６・・等を
組み付けることによって一体的に形成されている。
【００１７】
　図５は、前方支柱２を示したものであり、前方支柱２は、コンクリートによって前後幅
２００ｍｍ×左右幅２００ｍｍで長さ約２，６００ｍｍの長尺な四角柱状に形成された所
謂、コンクリート杭である。当該前方支柱２は、長手方向に沿って配置された長尺状の４
本の鉄筋（直径約１０ｍｍ）７，７・・を所定の間隔（約２００ｍｍ間隔）で四角形のリ
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ング体（直径約１０ｍｍ）８，８・・に溶接させてなる補強構造物１０を配置させた型枠
内にセメントを流し込んで固化させることによって形成されている。
【００１８】
　そして、前後一対の面には、それぞれ、引き抜き耐力向上溝として機能する２本の縦溝
９，９が、設けられているとともに、それらの２本の縦溝２２の両外側に、切り欠き２０
、２０が形成されている。各縦溝９，９は、同一の形状であり、左右対称で、外側から中
側（奥側）にかけて次第に幅狭になっており、外側の幅が約３１ｍｍで、中側の幅が約１
６ｍｍになっているとともに、約１３ｍｍの深さを有している、さらに、各縦溝９，９・
・同士の間隔は、約１６ｍｍになっている。また、各切り欠き２０，２０は、同一の形状
であり、外側から中側（奥側）にかけて次第に幅狭になっており、外側の幅が約２２．５
ｍｍで、中側の幅が約１５ｍｍになっているとともに、約１３ｍｍの深さを有している。
【００１９】
　なお、補強構造物１０のリング体８，８・・は、略長方形状に折り曲げ形成されており
、補強構造物１０は、リング体８，８・・の長方形の短辺と前後面（縦溝９，９の内側）
との間隔、および、リング体８，８・・の長方形の長辺と左右面との間隔が、それぞれ所
定の長さ（約２５ｍｍ）となるように内蔵されている。さらに、上端縁際には、鉄筋を略
Ｌ字状に折り曲げ形成してなる固着部材（Ｍ２０のアンカーボルト）１２が埋め込まれて
おり、その固着部材１２の先端が、上面の略中央から上向きに突出した状態になっている
【００２０】
　一方、各後方支柱３，３は、約３，６９７ｍｍの長さに形成されているが、それ以外は
、各前方支柱２，２の構造と同様であり、四角柱状に形成されており、前後一対の面に縦
溝９，９・・が形成されているとともに、上端際に固着部材１２が埋め込まれている。そ
して、補強構造物１０が内蔵されている。
【００２１】
　また、前列桁材４、後列桁材５は、いずれも、所定の長さ（約４，９７４ｍｍ）を有す
る長尺なＣ形綱によって形成されている。そして、ウェブ（長尺な鉛直面）の左右の両端
から所定の長さ（約７５５．５ｍｍ）内側に位置したところには、それぞれ、取付金具セ
ット２３の第一金具２１と螺着させるための所定の径（１８ｍｍφ）のボルト挿通孔（図
示せず）が上下に一対となった状態で穿設されている（図９参照）。さらに、左右の両端
から所定の長さ（２４１．５ｍｍ）だけ内側の位置（２箇所）Ｐ１，Ｐ１、それらの位置
Ｐ１，Ｐ１から所定の長さ（１．１５５ｍｍ）だけ内側の位置（２箇所）Ｐ２，Ｐ２、お
よび、それらの位置Ｐ２，Ｐ２から所定の長さ（４８３ｍｍ）だけ内側の位置（２箇所）
Ｐ３，Ｐ３の合計６箇所に、設置金具１３と螺着させるための所定の径（１０ｍｍφ）の
ボルト挿通孔３２，３２が上下に一対となった状態で穿設されている（図８参照）。
【００２２】
　一方、取付金具セット２３は、第一金具２１、第二金具２２、およびそれらを螺着する
ためのボルト部材等によって構成されている。図６は、第一金具２１を示したものであり
、第一金具２１は、所定の厚み（４．５ｍｍ）の矩形の鋼鉄板の左右を所定の幅だけ下方
に垂直に折り曲げてなるベース体２４の上面に、一定の長さの溝形鋼からなる桁材当接板
２５が鉛直に立設されている。なお、ベース体２４の平板部２４ａの大きさは、左右の長
さ×前後の幅＝１９０ｍｍ×１７０ｍｍであり、ベース体２４の左右の側板２４ｂ，２４
ｂの上下幅は、６４．５ｍｍである。また、桁材当接板２５である溝形鋼は、ウェブ部分
の厚みが６．５ｍｍであり、ウェブ部分の大きさが、左右幅×上下高さ＝１５０ｍｍ×１
７５ｍｍになっている。さらに、フランジ部分の厚みが１０ｍｍであり、フランジ部分の
前後幅は７５ｍｍである。そして、ベース体２４の左右の側板２４ｂ，２４ｂの中央（前
後方向および高さ方向の中央）には、それぞれ、第二金具２２の側板と螺着させるための
直径１８ｍｍのボルト挿通孔２６が穿設されている。一方、桁材当接板２５の所定の２つ
の高さ位置（上端から２５ｍｍおよび下端から６０ｍｍ）には、高さ（直径）１８ｍｍで
長さ１００ｍｍのボルト挿通長孔２７，２７が穿設されている。
【００２３】
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　また、図７は、第二金具２２を示したものであり、第二金具２２は、所定の厚み（４．
５ｍｍ）のＣ形鋼（幅方向の両端を互いに内側へ折り曲げたＣ形鋼）である。そして、支
柱接合板として機能するウェブ部分２２ａの大きさが、左右幅×前後幅＝１７９ｍｍ×２
００ｍｍになっており、フランジ部分２２ｂの上下幅が、フランジ部分２２ｂより外側の
折り返し部分２２ｃの左右幅が、それぞれ、６０ｍｍ、３０ｍｍになっている。また、支
柱接合板（ウェブ部分）２２ａの中央には、前方支柱２あるいは後方支柱３の固着部材１
２を挿通させるための直径２２ｍｍのボルト挿通孔２８が穿設されている。また、左右の
フランジ部分２２ｂ，２２ｂには、それぞれ、第一金具２１の側板２４ｂと螺着させるた
めの高さ（直径）１８ｍｍで長さ１００ｍｍのボルト挿通長孔２９，２９が穿設されてい
る。
【００２４】
　また、各設置金具１３，１３・・は、所謂、Ｌ形鋼であり、所定の高さ（２８０ｍｍ）
を有しており、お互いに直交した２つの平板部分１３ａ，１３ｂの幅がいずれも５０ｍｍ
になっている。そして、片方の平板部分１３ａの上端際の中央（前後幅の中央）の所定の
２つの高さ位置（上端から２５，７５ｍｍ）には、根太材６と螺着させるためのボルト挿
通孔（図示せず）が穿設されており、他方の平板部分１３ｂの下端際の中央（左右幅の中
央）の所定の２つの高さ位置（下端から２５，１１５ｍｍ）には、前列桁材４（あるいは
後列桁材５）と螺着させるためのボルト挿通孔３４，３４が穿設されている。
【００２５】
　一方、根太材６，６・・は、所謂、Ｃ形鋼であり、所定の長さ（約４，２０４ｍｍ）を
有している。そして、上下幅が約７５ｍｍの長尺な平板部分の上下両端縁から、左右幅約
４５ｍｍの長尺な２つの辺が同一方向に水平に突出している。また、平板部分および各辺
の厚みは、約２．３ｍｍであり、平板部分６ａの前端から所定の長さ（約９８３．４ｍｍ
）だけ内側に入り込んだ位置、および、平板部分６ａの後両端から所定の長さ（約１，０
２６．７ｍｍ）だけ内側に入り込んだ位置には、それぞれ、桁材（前列桁材４および後列
桁材５）と螺着させるための螺着用孔１９，１９が穿設されている（図９参照）。加えて
、根太材６，６・・には、長手方向に沿って等間隔（約１，２６０ｍｍ間隔）で、同一の
配置となるように複数のネジ孔が穿設されており、それらのネジ孔を利用して、太陽光モ
ジュールを固定させるための設置補助部材を螺着することができるようになっている。
【００２６】
＜架台の組み付け方法＞
　架台１を組み付ける場合には、まず、前方支柱２，２を地盤中に所定の間隔（約２，７
００ｍｍ）で立て込み、しかる後に、後方支柱３，３を、前方支柱２，２の後方（北側）
に、所定の間隔（約２，７００ｍｍ）で、かつ、それらの後方支柱３，３を結ぶ線と前方
支柱２，２を結ぶ線とが、所定の距離（約１，９００ｍｍ）を隔てて平行になるように立
て込む。
【００２７】
　そのように前方支柱２，２および後方支柱３，３を立て込む際には、地盤に円柱状の縦
穴を掘削し、その縦穴に前方支柱２（あるいは後方支柱３）を挿入させた後に、隙間を現
状土で埋め戻し、前方支柱２（あるいは後方支柱３）の上部が地表上に露出した状態とな
るように立て込む方法を採用することが可能である。また、掘削混合装置等の機械を利用
して、地盤を掘削して所定の径（たとえば、６００ｍｍφ）で所定の深さ（たとえば、１
，５００ｍｍ）の円柱状の縦穴を形成するとともに、その縦穴内で、掘削した現状土とセ
メント含有水（たとえば、セメント固化材と水との混合物）とを混練してセメント混合土
からなる柱状体（セメント含有柱状体）を生成し、そのセメント含有柱状体内に、前方支
柱２あるいは後方支柱３を立て込んだ後に、それらの支柱ごとセメント含有柱状体を固化
させる方法（柱状体形成法）によって、前方支柱２（あるいは後方支柱３）の上部が地表
上に露出した状態となるように立て込む方法を採用することも可能である。
【００２８】
　加えて、上記のように前方支柱２，２および後方支柱３，３を立て込む際には、前方支
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柱２，２および後方支柱３，３に設けられた縦溝９，９・・が前後に位置するように、前
方支柱２，２および後方支柱３，３を立て込む。上記した柱状体形成法を利用する場合に
、そのように前方支柱２，２および後方支柱３，３の縦溝９，９・・が前後に位置するよ
うに立て込むと、前方支柱２，２および後方支柱３，３の上部の前後方向の位置ずれが防
止され、後述する組み付け作業を行い易くなる。
【００２９】
　また、前方支柱２，２および後方支柱３，３を地盤中に立て込む際には、地盤中に埋め
込む長さを調整する（たとえば、前方支柱２，２の地上部分の長さを約１，２８０ｍｍと
し、後方支柱３，３の地上部分の長さを約２，３７７ｍｍとする）ことによって、前後に
位置した前方支柱２と後方支柱３とを結ぶ線の傾斜角度を、いずれも所定の角度（たとえ
ば、約３０°）に調整する。
【００３０】
　しかる後、前方支柱２，２および後方支柱３，３の上端に、図８の如く、取付金具セッ
ト２３を固着させる。すなわち、取付金具セット２３の第二金具２２の支柱接合板（ウェ
ブ部分）２２ａのボルト挿通孔２８内に、それぞれ、前方支柱２（あるいは後方支柱３）
に埋め込まれた固着部材１２を挿入させるようにして、前方支柱２（あるいは後方支柱３
）の上端に、第二金具２２を、支柱接合板２２ａの下面が前方支柱２（あるいは後方支柱
３）の上端と当接するように載置する。しかる後、ナット部材を固着部材１２の先端と螺
合させて第二金具２２を前方支柱２（あるいは後方支柱３）の上端に強固に固着させる。
【００３１】
　次に、その第二金具２２の上方に、第一金具２１を、第二金具２２の左右のフランジ部
分２２ａ，２２ｂの外側に第一金具の側板２４ｂ，２４ｂが位置するように載置する。
そして、第一金具２１および第二金具２２の左右において、重なり合った第二金具２２の
フランジ部分２２ｂのボルト挿通長孔２９と第一金具２１の側板２４ｂのボルト挿通孔２
６とを、ボルト（Ｍ１６）４１およびナット４２で螺着する。
【００３２】
　さらに、そのように前方支柱２，２および後方支柱３，３の上端に固着された取付金具
セット２３を利用して、前方支柱２，２の上端に前列桁材４を懸架させるとともに、後方
支柱３，３の上端に後列桁材５を懸架させる。すなわち、各前方支柱２，２（あるいは後
方支柱３，３）の上端に固着された取付金具セット２３の桁材当接板２５の背面に前列桁
材４（あるいは後列桁材５）の背面を当接させて、桁材当接板２５のボルト挿通長孔２７
，２７と前列桁材４（あるいは後列桁材５）のボルト挿通孔（図示せず）とを重なり合わ
せて、それらの２組のボルト挿通長孔同士を、ボルト（Ｍ１６）４３およびナット（図示
せず）で螺着する。
【００３３】
　上記の如く、前方支柱２，２の上端に、前列桁材４を懸架させるとともに、後方支柱３
，３の上端に後列桁材５を懸架させた後には、図９のように、それらの前列桁材４、後列
桁材５に、設置金具１３，１３・・を所定の間隔で取り付ける。すなわち、前列桁材４（
あるいは後列桁材５）の背面に、設置金具１３，１３・・の平板部分１３ｂの背面を接合
させて、前列桁材４（あるいは後列桁材５）のボルト挿通孔３２，３２と設置金具１３，
１３・・の平板部分１３ｂのボルト挿通孔３４，３４とを重なり合わせて、それらの２組
のボルト挿通孔３２とボルト挿通孔３４とを、ボルト（Ｍ１０）４５およびナット４６で
螺着する。
【００３４】
　さらに、前列桁材４、後列桁材５の上面に所定の間隔で螺着された設置金具１３，１３
・・を利用して、根太材６，６・・を、所定の角度（たとえば、３０°）で前下がりに傾
斜した状態となるように螺着する。すなわち、設置金具１３の平板部分１３ａのボルト挿
通孔３４，３４の穿設部分を、根太材６（Ｃ形鋼）の平板部分の螺着用孔１９，１９の穿
設部分と接合させて、ボルト（Ｍ１０）４７とナット（図示せず）とによって締着する。
そのように根太材６，６・・を、前列桁材４および後列桁材５と直交するように、所定の
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間隔で平行に設置することによって、架台１の組み付けを完了する。なお、組み付けられ
た架台１においては、所定の距離（１，１５５ｍｍ）を隔てて平行に対峙した一組の根太
材６，６のセットが、所定の距離（４８３ｍｍ）を隔てて３セット並べられた状態になっ
ている。
【００３５】
 ＜架台１の使用方法＞
　上記の如く組み付けられた架台１（１ユニット）は、左右方向あるいは前後方向に複数
併設された状態で、図１０の如く、フレーム部材である根太材６，６・・の上に扁平な矩
形状の太陽光発電モジュールＭ，Ｍ・・を設置して使用される。根太材６，６・・への太
陽光発電モジュールＭ，Ｍ・・の設置は、根太材６の長手方向に沿って所定の間隔で、鉛
直断面コ字状の設置補助部材を固着し、その設置補助部材を利用して、太陽光発電モジュ
ールＭ，Ｍ・・を螺着することによって行われる。
【００３６】
　上記の如く施工された架台１と太陽光発電モジュールＭ，Ｍ・・とからなる太陽光発電
設備は、太陽光発電モジュールＭ，Ｍ・・が、所定の角度（たとえば、３０°）で前下が
りに傾斜した状態（南側が下方に位置した状態）で設置されており、一年中効率良く発電
することができる。また、前列桁材および後列桁材に３本の冷却補助溝である縦溝２９，
２９・・が設けられており、それらの縦溝２９，２９・・の刻設部分が冷却フィンとして
機能するため、夏期（特に、酷暑の時期）においては、前列桁材４および後列桁材５の過
度な温度上昇を効果的に防止することができる。
【００３７】
＜太陽光発電モジュール設置用架台の効果＞
　架台１は、上記の如く、太陽光発電モジュールＭ，Ｍ・・を並べて固定するためのフレ
ーム部材である根太材６，６・・と、それらの根太材６，６・・を地上から所定の高さだ
け上方において傾斜状に支持するための複数の前方支柱２，２および後方支柱３，３とを
有しているとともに、前方支柱２，２および後方支柱３，３が、すべてコンクリート杭で
あるため、強度が高く、長期間に亘って風雨に曝されても、損壊したりしない。
【００３８】
　また、架台１は、第一支柱同士に懸架される第一桁材および第二支柱同士に懸架される
第に桁材がいずれも長尺状の鋼材であるので、土台部分の強度がきわめて高く、土台部分
の床面積（第一支柱と第二支柱とで閉塞された部分の面積）に比して非常に大きな面積の
太陽光発電モジュールや荷重の大きな太陽光発電モジュールを設置することが可能である
。
【００３９】
　さらに、架台１は、支柱（前方支柱２，２、後方支柱３，３）として機能するコンクリ
ート杭が、長手方向に沿った互いに平行な２つの側面に、長手方向に沿った引き抜き耐力
向上溝である縦溝９，９・・を形成したものであり、当該縦溝９，９・・の形成面が広い
面積で地盤と接触し高い摩擦抵抗を発現するため、立て込んだ後（たとえば、単純に縦穴
を掘削して立て込んだ後、あるいは柱状体形成法を利用して立て込んだ後）の引き抜き耐
力が高く、太陽光発電モジュールＭ，Ｍ・・を装着した後に暴風に曝された場合でも、支
柱（前方支柱２，２、後方支柱３，３）が地盤から引き抜かれてしまう事態が生じない。
【００４０】
　加えて、架台１は、前列桁材４および後列桁材５が、桁材当接板２５を有する第一金具
２１と支柱当接板（ウェブ部分）２２ａを有する第二金具２２とによって前方支柱２およ
び後方支柱３に固着されているので、前方支柱２、後方支柱３へ前列桁材４、後列桁材５
をきわめて短期間の内に容易に組み付けることができる。したがって、短期間の内に設置
工事を完了させることができる。
【００４１】
＜架台の変更例＞
　本発明に係る架台の構成は、上記した各実施形態の態様に何ら限定されるものではなく
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、支柱（前方支柱および後方支柱）、桁材（前列桁材および後列桁材）、根太材等の構成
を、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で、必要に応じて適宜変更することができる。
【００４２】
　たとえば、支柱（前方支柱あるいは後方支柱）は、上記実施形態の如く、四角柱状のも
のに限定されず、四角柱状以外の正多角柱状のものや、円柱状のもの等に変更することも
可能である。一方、フレーム部材である根太材も、上記実施形態の如く、Ｃ形綱に限定さ
れず、Ｉ形鋼、Ｈ形鋼等の他の形状の鋼材や合成樹脂製の部材等に変更することが可能で
ある。加えて、架台は、上記実施形態の如く、前列桁材や後列桁材がＣ形綱であるものに
限定されず、前列桁材や後列桁材をＩ形鋼、Ｈ形鋼等の他の鋼材やコンクリート杭に変更
することも可能である。
【００４３】
　また、架台は、上記実施形態の如く、各根太材を前下がりに３０°傾斜させた状態で設
置したものに限定されず、前方支柱、または、後方支柱の地上部分の長さを変更すること
によって、根太材の傾斜角度を適宜変更することができる。加えて、架台は、上記実施形
態の如く、前列桁材を支える支柱（前方支柱）の本数と後列桁材を支える支柱（後方支柱
）の本数とが同数であるものに限定されず、前後の支柱の本数が異なるものに変更するこ
とも可能である。
【００４４】
　さらに、支柱（前方支柱、後方支柱）に設ける引き抜き耐力向上溝の本数は、３本に限
定されず、２本以下や４本以上に変更することも可能である。加えて、必ずしも同一形状
の溝を設ける必要はなく、中央の溝の左右あるいは上下に、それより幅狭な溝や浅い溝を
設けることも可能である。また、必ずしも、支柱や桁材の前後の両面（互いに平行な２つ
の側面）に溝を設ける必要はなく、前後の片面に設けることも可能である。加えて、支柱
は、引き抜き耐力向上溝を設けたものに限定されず、引き抜き耐力向上溝のないものでも
良い。
【００４５】
　また、支柱（前方支柱、後方支柱）を地盤に立て込む方法は、上記実施形態の如く、予
め地盤に縦穴を掘削し、その縦穴に支柱を挿入させた後に隙間を埋め戻す方法や、掘削し
た縦穴内で現状土とセメント含有水とを混練してなるセメント含有柱状体内に支柱を立て
込んで支柱ごとセメント含有柱状体を固化させる方法（柱状体形成法）に限定されず、重
機を用いて地盤に支柱を打ち込む方法を採用することも可能である。
【産業上の利用可能性】
【００４６】
　本発明に係る太陽光発電モジュール設置用架台は、上記の如く優れた効果を奏するもの
であるので、太陽光発電モジュールを設置するための装置、部材として好適に用いること
ができる。
【符号の説明】
【００４７】
　１・・架台（太陽光発電モジュール設置用架台）
　２・・前方支柱（第一支柱）
　３・・後方支柱（第二支柱）
　４・・前列桁材（第一桁材）
　５・・後列桁材（第二桁材）
　６・・根太材（フレーム部材）
　９・・縦溝（引き抜き耐力向上溝）
　２０・・切り欠き（引き抜き耐力向上溝）
　２１・・第一金具
　２２・・第二金具
　２３・・金具セット
　Ｍ・・太陽光発電モジュール
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